（別紙２）
平成28年度日本語教育機関事務研究協議会事例報告
	当初認定番号
	

	教育機関名
	

	記入者
	


１．諸外国での募集活動や留学生受入れについて
　　日振協の調査によれば、本年の留学生受入れの状況は、中国、台湾、スリランカ、ミャンマー、インドネシア及びモンゴル等に増加傾向が見られ、また、欧州においても一部増加の兆候が見えますが、一方、韓国はほぼ横ばい、ネパールは昨年に比べ回復傾向にあります。
各機関におかれましては、募集活動等で大変御苦労されていることと思いますが、各国の募集活動や選考等留学生受入れに関し、参考となる動きや情報及び問題点等がありましたら、お教えください。
	


２．ベトナム人、ネパール人の所在不明者への対応について
毎月の定期報告でもお知らせしておりますが、本年における所在不明者の数は、ベトナム人留学生が引き続き漸減傾向にあり(ここ３か月は二桁を記録して憂慮していますが)、これは各機関の防止対策が功を奏しているのではないかと認識しております。
つきましては、所在不明者が発生した場合の原因究明、その結果措置された防止対策についてお教えください。また、ネパール人についても併せて教えてください。
参考
(1)  平成２６年(１年間)
　　　 総数：１９３人　　［内訳：ベトナム人１４９人　ネパール人２７人］
（２）平成２７年(１年間)
　　　 総数：１９５人　　［内訳：ベトナム人１３２人　ネパール人３３人］
	


３．授業料等の払い戻しについて
　　日本語教育機関の告示基準に、新たに〔学則〕ヘで払い戻しに関する事項が明記されました。特に維持会員校は、これまで日本語教育機関による留学生の受入れに関するガイドライン(平成１５年６月１１日　日本語教育振興協会維持会員協議会制定)に基づき適切に対応されていると認識しておりますが、それでも日振協への苦情相談は後を絶ちません。留学生の相談を聴いていると、学校側の説明不足が目立つ気がします。このような苦情が出ないよう、どのように留学生に説明責任を果たしているか、具体的にお教えください。
	


４．「日本語教育機関の告示基準」に適合していることの確認方法について
　　平成２８年９月３０日付けの法務省のHPに標記のことについて掲載されました。それによると、誓約書等を平成２９年２月末日までに御提出いただいた日本語教育機関については、法務省及び文部科学省による提出書類の確認の結果、告示基準に適合していない点が認められないと判断された場合、平成２９年８月１日以前に行う法務省告示の改正に併せて、別表第１の１に掲載されることとなります。と明記されています。
　　そこで、次の質問のどちらかに☑の上お答えください。
(１) [　　] 平成２９年２月末日までに提出する予定
(２) [　　] 平成２９年３月以降に提出する予定
つきましては、⑴にチェックを入れた場合は準備状況を、⑵にチェックを入れた場合は、提出できない課題等についてお教えください。
	


５．その他、本協議会に際し、御意見・御要望があればお書きください。
	


６．文部科学省、文化庁、法務省、外務省及び日振協への質問・要望事項がありましたら記入してください。
　　回答を希望する機関に☑をしてください
	回答希望機関
	□ 文部科学省　□文化庁　□ 法務省　□ 外務省　□ 日振協

	【質問・要望事項】



